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The Role of Non-agricultural Sectors in Rural Poverty Reduction: 
A Case Study in Mindanao， Philippines 
T AKA Y AMA Nao*てFUWANobuhiko料，*and YURUGI Takao料
While the existing literature on rural poverty dynamics in the Philippines is mostly based 
on case studies in rice growing villages in Luzon and Panay islands， this paper examines 
the changing income composition and poverty status among rural households in corn and 
sugar growing areas in Bukidnon Province on the island of Mindanao， where the incidence 
of poverty tends to be much higher than in Central Luzon. Despite the slight overall 
increase in the incidence of poverty between 1984-85 and 2003， a substantial number of 
households， including those of landless agricultural laborers， escaped from poverty， and 
the majority of them did so through non-agricultural income growth. This finding is in 
line with the existing literature， despite some major differences in socio-economic environ-
ments and historical contexts between Mindanao and Luzon. We also find that non-
agricultural economic activities that contributed to poverty reduction mainly consist of 
public sector jobs， such as school teaching， and that the role of private sector development 
in non-agricultural sectors， as well as that of remittances， appears to be minimal， which is 
in sharp contrast with findings from existing studies. 
Keywords目 povertydynamics， non-agricultural sector， household panel data， Philippines， 
Bukidnon 
キーワード:貧困の動態，非農業部門，家計パネルデータ，フィリピン，ブキ y ドノン
*本研究は， Bukidnon Panel Survey [IFPRI 2000; 2007Jを用いて分析を行う。BukidnonPanel 
Surveyは， IFPRIが研究者等に公開している家計調査データである。筆者は， IFPRIからの了承
を得て同データを入手した。入手にあたって， IFPRIの AgnesQuisumbing氏および Nancy
Walczak氏からご教示をいただいた。 この場を借りて， IFPRIと両氏に感謝を申し上げたい。な
お2008年9月に BukidnonPanel Surveyが行われたブキッドノン州南部の実態を把握する目
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ころであるが [Mellor196; Eswaran and Kotwal 1993]， 近年の家計レベルデータの蓄積に
伴って，農業部門の成長が非農業部門のそれに比べて貧困削減により大きく貢献することを実
証的に検証する研究もみられる [Christiaensenand D巴mery2007; Bravo-Ortega and Leder-
man 2005J。しかし同時に，過去10-20年間に途上国の農村でも非農業部門の経済活動が拡大
していることに着目する見解も増えており，途上国の農村部の家計所得構成に占める非農業部
門の割合は30-50%にまで拡大しているとみられる [World Bank 2007: Ch. 9 J。
本稿が対象としているフィリピンにおいても， GDPに占める農業部門の割合は， 1970年の














































調査を行ったものである [Hayami and Kikuchi 2000J。調査対象農村(同文献ではlEast






1) 2006年時点、で地域総生産に占める農業部門の割合をみると， 中部ルソン地方18%に対し， 北部ミ























Otsuka 1994; Estudillo et al. 2008Jをレビューする。調査対象地として選ばれた農村は，それ
ぞれ濯概設備がある地域，天水田に依存する低地，天水に依存する高地，という異なる農業環






































することはほとんどないため [Bouisand Haddad 1990: 5 J，この地域は農業生産にとって有
利な環境にあると言える。家計調査が行われたブキッ ドノン州の南部は，図lのように 1の郡
(M unici pali ty)によって構成されている。2)北に隣接するミサミス・オリエンタル州の州都カ
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ている [Echavezetα1. 2006: 13J。
Echavezらは. 1996年から 2006年までにブキッドノン州内の社会経済に影響を及ぼした出
来事色農家の聞き取りを通じて整理している。農家にとってプラスの出来事としては. 1) 




2)農業生産に係る肥料，種苗， 農薬等の価格が上昇したこと，の 2点があげられている [ibid.:
51 
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表1 ブキ y ドノン州の人口・家計戸数・農家戸数の推移
1960 1970 1980 1990 2000 
人口(千人) 194 415 632 844 1，060 
人口増加率(%) 9.3 7.6 3.4 2.9 2.4 
家計(千戸) 35 68 92 151 202 
農家(千戸) 23 46 75 108 119 
農家/家計(%) 66.8 68.2 8l.8 69.6 55.1 
出所:Census 01 AgricultureおよびCensus01 Populαtめn各年度版に基づいて作成。




いないため， 1960年と 71年は 1980年における農場数に占める農家の比率 (99.6%)を農場数に乗








に基づいて， 1960年から 2000年まで 10年ごとの人口および年間人口増加率，家計戸数等を示
したものであるo 1960年に 19万人であった州内人口は， 2000年には 106万人にまで達した。
1960年， 1970年における人口増加率は非常に高し、。近年では減少傾向にあるが，ブキッドノン
州における人口増加率は依然としてフィ リピン国内平均(人口センサスを用いた筆者の計算に
よると， 1995年から 2000年までの年間人口増加率は 2.18%)よりも高し、。家計戸数は 1960年








住することになり， 再定住地にはブキッドノンナ卜|も含まれていた。 1970年代後半および 1980
年代後半の両期間において，園内の高地の州は人口の流出が流入を上回っている(純流出)の





表2 ブキ y ドノン州における農場数や耕作作物の概況
地域 1971 1980 1991 2002 
農場数(千) 49 75 112 120 
ブキッドノン州 農場面積(千ha) 262 344 374 323 
平均農場面積 (ha) 5.32 4.59 3.34 2.69 
北部ミンダナオ地方 平均農場面積 (ha) 4.07 3.64 2.65 2.34 
全国 平均農場面積 (ha) 3.61 2.84 2.16 2.01 
作付農場数(干) 38 63 90 78 
トウモロコシ|・3ha未満(%) 43.8 46.0 67.2 74.5 
l作付面積(千ha) 163 245 259 173 
ブキッドノン州
作付農場数(千) < 0.1 6 16 
サトウキビ 1: 3ha未満 (%) 0.0 16.2 51.7 59.1 
作付面積(千ha) 0.3 9 23 48 
出所:Census 01 Agricultureの各年度版に基つ、いて作成。
注.農場 (Farm)の定義については表l・注lを参照。
代と 1980年代に著しく増加し， 1971年の 4.9万から 20年後の 1991年には 11.2万に， 2倍以
上に増えた(表2)。一方，農場面積は農場の数ほどには増加せず，逆に 1991年から 2002年に





付していた農場は 1991年まで 8割前後を占めていた(ただし 2002年には減少している)。ルソ
ン島の農村部とは異なり，コメの作付はあまり見られなし、。サトウキビの栽培に関しては，
1977年に製糖工場 BUSCOCBukidnon Sugar Milling Co.， Inc.)が設立されて以降，作付農場
数および作付面積はともに増加した。ただし，サトウキビ作の広がりは平均作付面積を縮小さ













変化をみると，サトウキどが1ha当たり 38.3トンから 52.5トン， トウモロコシが0.785トンか
ら1.609トンへとそれぞれ伸びている[IFPRI2007J 04) これらは，年平均成長率に換算すると








投入物の価格上昇による低収益性 [Echavezet al. 2006: 14-15Jや，資金制約のために高収量品
種の作付が困難であること [Rolaand Tagarino 1996J等の指摘がなされている。
なお， IFPRI [2007JのCommunityData (パランガイの役員に聞き取りを行ったもの)に
よれば，調査対象地域において農地改革プログラムが導入されたパランガイは 32のうち 6つ
















5)包括的農地改革法 CComprehensiveAgrarian Reform Law)が1988年に施行され，全ての農地
を対象に自作農家の耕作規模は5haに限定され， 加えて自作農家の子どものうち耕作に従事するか










1985 1988 1991 1994 1997 
ーー 』ー フィリピン全国 ーー一中部ルソン地方 ー--ー北部ミンダナオ地方
図2 フィリピンにおける総家計に占める貧困家計の比率









IV デ‘ー タ Bukidnon Panel Survey 
この章では.Bukidnon Panel Surveyについて説明する O 同調査は南部ブキッドノンにおい
てInternationalFood Policy Research Institute (IFPRI)と ResearchInstitute for Mindanao 
Culture (RIMCU)の共同で行われた，農家家計の追跡調査である。1984-85年における家計調査
の目的は，調査対象地域におけるサトウキビ作の導入が家計の所得 ・消費や，家計内構成員の
















は， 1984-85年で4回の訪問が試みられた家計 (510戸)のうち， 2003年調査の予備段階でその
世帯主の居住が確認された家計である O この 2回の調査両方において回答が得られた総家計数
は305戸であり，本研究では，異時点聞における家計の動態を考察するため，この 305戸によ
る2時点のパネル家計データを分析に用いることとした(同様のパネルデータを用いた別の視





























1984-85 2003 1984-85 2003 1984-85 2003 1984-85 2003 1984-85 2003 
全家計 305 305 6.1 10.2 36.8 54.7 8.2 11.5 3.2 3.3 
①サ トウキビ自作農家 43 51 7.0 1.7 41.9 57.7 9.3 12.6 7.3 10.8 
②サ トウキビ小作農家 20 14 6.1 10.2 37.1 54.1 7.9 10.0 2.3 1.7 
③トウモロ コシ自作農家 64 25 6.9 10.4 39.2 56.8 8.6 11.6 4.5 3.5 
④トウモロコシ小作農家 58 10 5.6 9.4 34.1 51.0 7.3 9.7 2.2 l.7 
⑤農業賃金労働者家計 60 54 5.2 9.3 34.3 53.7 6.4 9.6 0.3 0.2 




























mbing et al. [2001Jで用いられた方法を援用した 「成人換算一人当たり家計所得」の両方を計
算した。後者の成人換算一人当たり家計所得は，子どもと成人とでは生存に必要な食物摂取量
が異なることを考慮し，構成員を年齢別にウェイト付けして算出されたものである(表4の注
























①サ トウキビ自作農家 5，172 
②サ トウキビ小作農家 3，299 
③トウモロコシ自作農家 3，266 










































⑤農業賃金労働者家計 1，802 7，561 1，626 4，645 999 
⑥非農業指向家計 3，435 26，536 5，706 14，417 3，100 
貧困ライン 2，379 11，065 2，379 11，065 2，379 
出所:IFPRI [2000; 2007Jを基にして筆者が計算。
注 1 農業従事形態類型基準年は，家計類型基準を当てはめた年を示す。従って， B、C列の所得は1984
85年時点での各類型に属する家計の 2003年時点における所得を示している。 また， その各類型別
の戸数は，表3の第 l列で示された数値に該当する。他方， 2003 I農業従事形態類型基準年」の類
型に含まれる家計 (D，E列)の戸数は，同表3の第2列で示された数値に該当する。
注2 成人換算一人当たり家計所得は， Quisumbing et al目 [2001Jで用いられた方法を援用した。具体的





2003年の公式貧困ライン 11，065ベソ (名目)を， 消費者物価指数を用いて 1984-85年価格建てに























算一人当たり所得では， C/ A= 1.41倍， E/ A= 1.77倍)，サンフ。ル家計内の所得不平等を広げ
る要因となっている。
表5は， 2時点における農業従事形態類型別の貧困・非貧困家計の戸数を示したものであ














総家計数 貧困 非貧困 貧困家計 貧困家計
(戸) 家計(戸) 家計 (戸) 比率(%) 構成比(%)
1984-85 
全家計 305 179 126 58.7 100.0 
①サトウキビ自作農家 43 12 31 27.9 6.7 
②サトウキビ小作農家 20 11 9 55.0 6.1 
③トウモロコシ自作農家 64 35 29 54.7 19.6 
④トウモロコシ小作農家 58 45 13 77.6 25.1 
⑤農業賃金労働者家計 60 48 12 80.0 26.8 
⑥非農業指向家計 60 28 32 46.7 15.6 
2003 (1984-85年時点での各類型に属する家計)
全家計 305 189 116 62.0 100.0 
①サトウキビ自作農家 43 18 25 41.9 9.5 
②サトウキビ小作農家 20 12 8 60.0 6.3 
③トウモロコシ自作農家 64 41 23 64.1 21.7 
④トウモロコシ小作農家 58 44 14 75.9 23.3 
⑤農業賃金労働者家計 60 48 12 80.0 25.4 
⑥非農業指向家計 60 26 34 43.3 13.8 
2003 (2003年を基準とした農業従事形態類型)
全家計 305 189 116 62.0 100.0 
①サトウキビ自作農家 51 19 32 37.3 10.1 
②サトウキビ、小作農家 14 10 4 71.4 5.3 
③トウモロコシ自作農家 25 18 7 72.0 9.5 
④トウモロコシ小作農家 10 6 4 60.0 3.2 
⑤農業賃金労働者家計 54 51 3 94.4 27.0 










上昇 したにもかかわらず， 貧困率も大幅に上昇 している。これは， この時期のブキッドノンに
おける農業成長が農家聞の所得分配の不平等度の上昇を伴っていたことを示唆している08) こ
60 






表 6は， 2時点聞における貧困・非貧困聞の移行に基づいてサンフ。ル家計を 4つに分類し









貧困・非貧困移行総家計数 作物 農業 庭先 非農業 自営業 移転受取
生産 賃金労働 園芸等 雇用労働
1984-85年の所得源構成比(%)
計 305 34.8 20.5 19.1 15.2 5.6 3.7 
P→P 129 28.4 29.2 20.8 13.3 3.6 3.5 
P→NP 50 32.0 21.3 23.5 11.5 7.6 2.4 
NP→P 60 46.4 17.9 18.1 8.2 5.1 3.5 
NP→NP 66 38.7 5.5 13.2 28.0 8.5 5.2 
2003年の所得源構成比(%)
百十 305 27.5 20.3 1.9 21.4 8.9 13.0 
P→P 129 18.3 33.1 2.6 16.1 6.5 17.2 
P→NP 50 28.7 10.0 1.1 32.7 17.6 7.2 
NP→P 60 25.6 19.7 2.4 22.2 7.7 12.4 
NP→NP 66 46.2 3.3 0.6 22.4 8.3 9.8 
2時点聞の所得源構成比差分(%ポイント)
計 305 7.3 0.3 17.2 6.2 3.3 9.3 
P→P 129 10.1 3.9 18.2 2.8 2.9 13.7 
P→NP 50 -3.3 -11.2 -22.4 21.2 10.0 4.7 
NP→P 60 -20.8 1.8 -15.7 14.0 2.7 8.8 
NP→NP 66 7.4 2.1 12.6 -5.6 0.2 4.7 
iP→pjと iP→NPjとの所得源構成比変化平均値の差の検定(分散を同ーとした t検定)
t 1直 1.26 -2.97*** 
出所・ IFPRI[2000; 2007Jを基にして筆者が計算。
注 1: iP jは貧困， iNPjは非貧困の家計を意味する。

































































































































































P)における⑥非農業指向家計の割合が 1984年時点で 10% (6戸)であり，他の家計群に比
べてやや低い ((P→P)家計，(P→NP)家計，(NP→NP)家計では，非農業指向家計の比率は
それぞれ 16%(20戸)， 16% (8戸)，39% (26戸)である)。 同じく表7より，その 2時点聞
に，①~⑤に留まった家計 137戸においては，貧困脱却家計 (P→NP)16戸(12%)に対して







































































































































































































































































P (1984←85) NP (1984-85) 
P (2003) NP (2003) P (2003) NP (2003) 本企言十


















































































































































































? 。 ? ?


























































































































































































H NP→NP ⑥非農業指向家計 ⑥非農業指向家計 5 長女 4人中 l番目 25 
NP→NP ⑥非農業指向家計 ⑥非農業指向家計 9 妻 n.a 58 
J NP→NP ⑥非農業指向家計 ⑥非農業指向家計 6 世帯主・妻 n. a. 48，51 
K NP→NP ⑥非農業指向家計 ⑥非農業指向家計 6 妻 n. a. 55 
L NP→NP ⑥非農業指向家計 ⑥非農業指向家計 4 妻 n.a 49 
孔4 NP→NP ⑥非農業指向家計 ⑥非農業指向家計 17 妻 n.a 47 
N NP→NP ⑥非農業指向家計 ①サトウキビ自作農家 18 (36) 妻 n.a 55 
出所・ IFPRI[2000; 2007Jを基にして筆者が計算。
注 1・家計M とN以外は教員から得られる所得が主要な非農業所得である。






















avez et al. [2006Jやルソン島米作地域等の先行研究で明らかになったことと整合的である。
その一方で，以上のようなサンフ。ル家計による分析結果から，この地域では教員や公務員以
外では，広い範囲で、の貧困脱却につながるような恵まれた雇用機会は依然として乏しいとも考



































































農業生産に係る肥料，種苗，農薬等の価格が上昇したこと [Echavezet al. 2006: 14-15Jや，資























10)一般にパネルデ ターから脱落する家計の存在はセルフ ・セレクション ・バイアスの存在を示唆する
が， そのようなバイアスの有無を明示的に扱った従来の実証研究のほとんどは， そのようなバイア
スはあったとしても量的にはあまり大きくない， との結果を得ている [Fitzgeraldet al. 1998; AI 
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付表 I 農業従事形態類型聞における成人換算一人当たり家計所得の平均値の差に関する t検定
検定する分類の組
1984-85年における
①VS⑥ 2.37帥* ①サ トウキビ自作農家
農業従事形態類型聞の
⑥VS② 0.17 ②サ トウキビ小作農家
平均値の差
②VS③ 0.04 ③ トウモロコシ自作農家
③VS④ 3.22料* ④ トウモロコシ小作農家
④VS⑤ 0.70 ⑤農業賃金労働者家計
2003年における ①VS⑥ 0.59 ⑥非農業指向家計
農業従事形態類型間 ⑥VS③ 1.70本
の平均値の差 ③VS② 0.l4 
(1984-85年分類基準) ②VS④ 2.03帥
④VS⑤ 0.93 
2003年における ①VS③ 1.31 
農業従事形態類型聞の ③VS⑥ 0.79 
平均値の差 ⑥VS④ 0.25 
(2003年分類基準) ④VS② 0.14 
②VS⑤ 3.47料*
出所 IFPRI [2000; 2007Jを基にして筆者が計算。
注 l 平均所得の有意差を検定する組は，表4で示された成人換算一人当たり家計所得において，平均所
得の序列が隣り合う組である。
注2 ヘペ山の印はそれぞれ， 10%， 5%， 1%の有意水準において， 各農業従事形態類型聞の平均値
が同一であるという帰無仮説が棄却されることを意味する。
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